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第 1 章 運営指導調査団の派遣 

1-1 プロジェクト形成調査の背景 

チリは、70 年代初めに他の中南米諸国に先駆けて国家主導型産業育成政策から民間主

導・開放経済へと政策転換し、その後、80 年代初めの債務危機を克服、85 年から 95 年ま

での 10 年間で平均成長率 6.4％という高い持続的成長を達成した。その後も、アジア経済

危機を契機とする一次産品の低迷等により一時経済の減速が見られたものの、着実な経済

成長を果たしている。 

しかしながら、国内総生産の約 50％が首都圏州に集中し、首都圏州以外の 12 州のうち

10 州において首都圏州を上回る貧困率を記録していることに見られるように、地域間格差

の是正が課題となっている。地方行政は主に内務省が担っているが、州知事は大統領任命

により選出されるなど、中央集権的な地方行政が行われている。このため、地方における

地元ニーズに基づいたきめ細かな地場産業育成を図る地方行政機能は弱いのが現状である。 

 これを受け、現バチェレ政権（2006-2010）は新たに全国 13 州において「州産業振興局」

を 2006 年中に設置し、地方分権型の地場産業育成・イノベーション振興を図る政策を打ち

出した。過去地方分権型の地場産業育成の経験のほとんど無い同国において、今後は、中

央政府、州政府、県政府、市町村において整合性の取れた地域産業振興政策や制度を、内

務省や経済省等多岐にわたる関連省庁の間で調整し、確立する必要がある。 

 
1-2 団員構成 

No 氏名 担当 所属 期間 

1. 

 

2. 

榎下 信徹 

 

福森 大介 

団長/総括 

 

調査企画 

JICA 専門技術嘱託 

 

JICA 経済開発部第一グループ中小

企業チーム 

4/15-4/26 

 

4/15-4/26 

 

 
1-3 調査日程 2007 年 4 月 15 日（日）～26 日（木） 

日付 活動日程 宿泊先 

4 月 16 日

（月） 

19:35   サンティアゴ着（LA751） 

 

サンティアゴ泊 

4 月 17 日 

（火） 

9:00  JICA チリ事務所 

10:30 内務省地域開発次官官房（SUBDERE） 

昼食  SUBDERE 主催昼食会 

16：00 SUBDERE 

 

 

 

サンティアゴ泊 

日付 活動日程 宿泊先 

4 月 18 日 

（水） 

8:30  サンティアゴ発（LA253） 

9:30   コンセプシオン着 
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10:10 ビオビオ州表敬 

11:20 コンセプシオン大学インキュベーター 

12:20 州産業振興局によるプレゼンテーション 

コンセプシオン市→レブ市へ移動 

18:00 アラウコ県知事表敬 

20:00 県知事主催夕食会（Mr. Alvaro Rivas） 

 

 

 

 

ビオビオ州アラウ

コ県レブ市泊 

4 月 19 日 

（木） 

09:30 アラウコ県産業振興局局長 

12:00 零細漁民視察 

13:30 養蜂産業視察 

15:00 チーズ零細生産者視察 

レブ市→コンセプシオンへ 

19:20 コンセプシオン発（LA258） 

20:20 サンティアゴ着 

 

 

 

 

 

 

サンティアゴ泊 

4 月 20 日 

（金） 

10:30 ラペルラ零細企業支援センター 

14:30   SUBDERE 

 

サンティアゴ泊 

4 月 21 日

（土） 

第 5州サンアントニオ県イスラネグラ視察  

サンティアゴ泊 

4 月 22 日

（日） 

ミニッツ準備  

サンティアゴ泊 

4 月 23 日

（月） 

10:30 SUBDERE 

15:00  SUBDERE 次官(Ms. Claudia Serrano)表敬 

15:30  SUBDERE 

 

 

サンティアゴ泊 

4 月 24 日 

（火） 

11:00  ミニッツ署名 

12:00  JICA 

15:00  日本大使館 

21:10  サンティアゴ発 （LA600） 
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第２章 調査・協議結果 

2-1 案件の範囲について 

① 本案件要請内容は、①内務省地域開発局（SUBDERE）、②第 8 州、③ラベルラ零細企

業支援センターの 3 機関に対する多岐にわたる複数の活動からなり、限られた投入

では効果が分散するリスクが大きい。そこで、まずは、成果を確実・効果的なもの

とするために、①内務省開発局向けの活動に焦点を絞り実施することを先方政府に

提案した。②③については、地方政府のリーダーシップで地域開発の仕組みづくり

が進んだ時点で、その成果を受けて、日本の支援が必要な場合、改めて要請を検討

するよう先方政府に申し入れたところ、先方政府より了承を得た。 

② 併せて、調査の結果、州の産業振興局は経済省の実施機関である産業開発公社

（CORFO）からの予算により設置されていること、ラペルラ零細企業センターは企画

省下の連帯社会投資基金（FOSIS）が管轄していることが確認された。つまり、SUBDERE

には多岐にわたる関連機関に対する調整役が求められているものの、上記要請の②

第 8 州、③ラぺルラ零細企業支援センターについては直接の指揮命令系統を有して

おらず、②③を対象としたプロジェクトを実施した場合、効率的に成果を達成する

ことは困難であると考えられる。また、州政府は米州開発銀行（IDB）からの研修を

含んだ技術支援を受けており、技術協力プロジェクトの対象とする妥当性は低い。 

③ 経済省は競争力強化を目標に州産業局を設置1しているが、SUBDERE2は新たにパイロ

ット的に貧困率の高いアラウコ県、チロエ県、サンアントニオ県で設置を開始し、

アラウコ県、チロエ県については、公募により県産業振興局長が選考された。つま

るところ、経済省は州単位で成長に主眼を置いた産業政策を担い、内務省（SUBDERE）

は県単位で、分配に重点を置いた社会政策を実施するという住み分けが進行中であ

ると見られる。 

 

2-2 カウンターパートについて 

SUBDERE 内の既存の地域開発チーム（The Local Economic Development Team）をカウン

ターパートとすることをミニッツにて確認した。 

 

 

                                                 
1 IDB より、州産業局の設置に対し、20 百万ドルの融資見込み（2007.4 末現在 未ディスバース）。 
2 IDB より、SUBDERE の地方行政機能支援に向け 50 百万ドルの融資見込み（2007.4 末現在 未ディスバース）。ただし、

地場産業振興そのものにあてられる比率は低く、地方のインフラ整備等に活用される見込み。 
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同チームのメンバーは、現状以下の通りである。 

 ・町村課 2 名 

 ・州課 4 名 

 ・次官官房特命ユニット 2 名 

 ・県産業局長（サンアントニオ、アラウコ、チロエ） 3 名 

加えて、暫定的にプロジェクト統括責任者を SUBDERE 局長、実施責任者を副局長とした。

なお、ミニッツ署名時に、チリ国際協力庁（AGCI）より他 JICA 案件と合わせて次官を統括

責任者とするほうがよいとの提案があり、次回調査時に確定する必要がある。 

社会的格差の是正 産業競争力の強化

資金 資金

技術

州産業振興局（13局）

１州 ２州 ・・ 5州 ・・ 8州 ・・ 10州 ・・ 13州

県産業振興局（地域振興チームメンバー）

ＣＰ：地域振興チーム 局長 未選定 選定 選定

事務所 未選定 準備中 未選定

州産業局と県産業局 (調査団作成）

大統領

内務省 経済省

地域開発局
(SUBDERE)

産業開発公社
（CORFO）

サンアント
ニオ県

アラウコ県 チロエ県

地域振興チーム

米州開発銀行
(ＩＤＢ)

  
2-3 PDM（案） 

協議の結果、以下の PDM（案）を作成した。なお、今回の協議ではナラティブ・サマリー

（R/D のマスタープランに相当）までの作成まで行っており、指標、外部条件等については、

次回の事前調査での協議事項となる。 
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PDM（案） 

 

上位目標：チリの地域間格差の解消を目指した地域経済開発の推進 

 

プロジェクト目標：地域経済開発のための SUBDERE の組織能力強化 

 

成果： 

1. 経験やグッドプラクティスを普及し再現することを目的に、SUBDERE と代表的な州県市

町村政府からなる地域振興チームの人材育成を図る。 

2. 地域経済開発担当の公的機関の職員に、ノウハウを伝達する仕組みを確立する。 

3. 地域経済開発に関連する経験をフォローアップするモニタリングメカニズムを確立す

る。 

活動： 

1-1. 本邦研修のデザインと計画策定 

1-2. 日本での本邦研修の実施 

1-3. 帰国研修生を核とした地域振興タスクフォース3の結成 

 

2-1. 習得したノウハウの普及と再現を図るためのアクションプランの策定と承認 

2-2. アクションプランの実施 

 

3-1. モニタリングシステムと指標の設計 

3-2. モニタリングの実施 

3-3. モニタリング結果の分析 

3-4. グッドプラクティスの普及 

 

2-4 投入 

（１）専門家 

長期専門家はコーディネーターとして１名派遣することを、暫定的にミニッツにて確認

した。同専門家は、①日本の本邦研修受け入れ先と連絡を取りながらコース設計を丁寧に

行うこと、②本邦研修で学んだ日本の市町村等の地場産業振興の仕組みをもとに C/P が作

成したアクションプランを、C/P とともに実行に移すこと、③上記②の実施あたって必要に

                                                 
3 地域振興チーム内に結成 
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応じて短期専門家のニーズサーベイを行い派遣すること、④上記②の実施の結果をモニタ

リングするシステムをチリ側カウンターパートと設計、実施、分析すること等の役割が期

待される。詳細 TOR については、事前評価調査でつめる予定である。 

 

（２）本邦研修 

先方の問題意識は、つまるところ「中央集権の強いチリで地方分権が進みつつあるが、

州、県、市町村でそれぞれどのような役割分担をして、関連機関を調整しながら、地場産

業振興を進めていく仕組みを構築するか」というところにあると考えられる。この課題を

解決するために、日本で習得を希望する分野は、①一村一品・地場産業の仕組み、②地方

での産学官連携・イノベーション政策の取り組み、③評価・モニタリング手法等の関心が

先方より表明された。コースの枠組みは以上であるが、個々のコースの内容については次

回の事前評価調査及び長期専門家のニーズ調査により丁寧に設計する必要がある。（次回

事前評価調査には、研修受入れ候補先の参団が望まれる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 6 - 



第３章 主要訪問先 

3-1 SUBDERE次官表敬 

・ 県レベルでの下からのアプローチによる産業振興が重要である。そのために一村一品は

有効な手段になろう。また現場サイトとして、アラウコ県をプロジェクトの枠組みに入

れてほしい。 

・ 本邦研修はアカデミックな座学ではなく、現場を訪問し、参加し、議論できるものとし

て欲しい。 

 

3-2 アラウコ県知事表敬 

・ ビオビオ州アラウコ県の貧困率は 38％であり、国の貧困率（20％）の倍である。人間開

発の観点から、バチェレ大統領が、公共投資の増額に力を入れている。この投資は、①

インフラ整備、②社会開発、③産業振興に向けられている。 

・ 政府からは資金面で支援を受けているが、ビジネスのノウハウを向上させる人材育成が

重要であると考えている。 

 

3-3 アラウコ県産業振興局長表敬 

・ アラウコ県は産業振興計画（Plan Arauco）のドラフトを作成し、関係機関の承認を待

っているところである。同計画では、県として、①観光、②農産品加工、③漁業を有望

産業と考えている。生産者はいるが、生産者自らが付加価値をつけることが出来ないこ

とが目下の課題である（仲買人が利益を持っていってしまう） 

・ アラウコ県産業振興局は、SUBDERE により設置された。8 人の専門家を配置し、アラウ

コ県を構成する 7つの市町村の地場産業振興を行う予定である。 

 

3-4 在日本大使館表敬 

・ 今次調査に次官自身が対応したことは、本案件に対する期待の表れであろう。 

・ 研修の分野については、採択された場合、次回の事前評価等で決めていくと理解した。 
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第４章 団長所感 

4-1 案件の背景と妥当性について 

（１） 現在、中南米諸国で顕著な政治動向となっているのが、各政権の左傾化である。そ

の背景となっているのが、貧困であるが、同地域に於いては単に貧困が課題ではな

く、「貧富の格差」が社会的課題として浮き彫りになっていることが政治的動向に結

着している。そして、その社会的課題は、概ね先住民族の存続と深く関連している。

好むと好まざるに関係なく、現代社会の一国の領土の中に一国民として存在してい

るという絶対的事実があるにも拘らず、彼らの人権を尊重した行政サービスが満足

に届かなかったという歴史的背景が、中南米地域へ大きなうねりとなって政治課題

化している。 

     因みに、本案件は必ずしも先住民族を対象としている訳ではないが、銘打ってい

る地域格差の概念と彼らの存在は概ねオーバーラップしている。チリ総人口 16 百万

人の内、先住民族の占める割合（百万人、6％）は、他国に比して大きな数字ではな

いこともあり、同旨の政治課題にこそ至ってないが、背景には相似したものがある

と言える。 

（２） 現バチェレ政権は中道左派を標榜し、１年余を経過したところであるが、上記（１）

の背景と国土が緯度差 40 度にも及ぶ狭長な地形等と相俟って、地域格差の是正が現

政権の大きな政治課題のひとつとなっている。加えて、チリ国では歴史的に中央集

権的政治体制が長かったために地域開発に配慮した地方行政機関が不備であり、そ

のことが同国行政の脆弱性ともなっている。本案件はかかる背景を踏まえて要請さ

れており、バチェレ政権が掲げる「社会的不平等の是正」、そのための「地方行政能

力の強化」に符合し、JICA の同国に対する援助重点分野「地域格差の是正」に合致

するものである。今回の現地調査もチリ国で最も貧困でかつ先住民族が多い第 8 州

のアラウコ県（貧困率は全国平均 18％に比し、同県 36％。県人口 18 万人中、先住

民族 25 千人。）の訪問がアレンジされ、本プロジェクトが掲げる地域産業振興なら

びに地方行政機能強化の最終ターゲットグループが、市町村レベルの貧困層に在る

ことが実感された。 

（３） JICA は経済省傘下の産業開発公社（CORFO）をカウンターパートとして、経済開発

調査を実施し、2001 年にチリ国全土にわたる開発計画を提言している。同調査では、

州単位の全国の地域特性を踏まえた産業振興が謳われているが、その視点はあくま

で一国の産業振興、特に市場競争力を踏まえた提言であり、今回の調査のごとくマ
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ージナルな地域（県、市町村単位）の貧困層へのアプローチには欠けている。その

意味で、CORFO の調査は市場経済原則からの視点であったが、今回の内務省 SUBDERE

（産業振興次官官房）からの要請は、経済性に加え、社会性の強い内容の技術協力

プロジェクトとなっている。換言すれば、一国の産業振興は経済省主管であるが、

同省主導型では社会的格差の是正が難しく、その反省が内務省主導による格差是正

のための産業振興と地方行政機能強化に至ったものと推量される。 

 

4-2 案件のフレームワークについて 

（１） 要請内容には 3 案件が含まれていたが、当方から SUBDERE 対象の 1 件のみに絞りた

いとの表明に対し、チリ側からはまったく異論が無かった。 

（２） 要請の特徴は、「研修員受け入れ事業」が協力スキームのメインであり、研修員がプ

ロジェクトの計画立案者であり、かつ実施者に等しいということである。研修員が

プロジェクト推進の主役となれば、本邦研修の内容が重要であり、本案件の成否を

握っていると申しても過言ではない。カウンターパートと目される SUBDERE 内の専

門チームが本邦研修に来訪した際には、いかに OJT 研修になるようなチリ国事情に

応じたカリキュラムが組めるかが問われることになる。今後の研修員受け入れ事業

は、本邦において在外プロジェクト現場での疑似体験をいかにして提供できるかが

重要であり、その可否が戦略的にプロジェクトの中核的存在としてカウンターパー

トを活用できるかに直結している。その意味で、次回の事前調査には、研修員受入

れ関係者の参団が強く望まれる。 

（３） プロジェクト目標は、協議の結果、「地域経済開発のための SUBDERE の組織能力強

化」となったが、SUBDERE の地域の概念は上記１.でも述べたとおり、マクロな州単

位（現在 13 州、来年 15 州に増）よりもミクロな視点（県・市町村単位）に重きが

あり、西語の表現振りが「Regional」ではなく「Territorial」となっているところ

にもそのニュアンスの違いが現れている。しかしながら、要請内容では組織強化の

視点で 13 州に於ける AGENCY（州経済産業振興局）の設置が謳われており、同局の

傘下にある合同委員会には州の代表者に加え、中央官庁である経済省、文部省、農

業省、企画省などの関係機関も含まれることから、その設置と共に委員会の運営調

整が円滑に行われるか否かは、SUBDERE のリーダーシップの発揮次第ということに

なろう。なお、AGENCY の事業予算は主に IDB から CORFO に対する 3 年間融資 20 百

万 US ドルが充当される由である。 

（４） 日本側からの長期専門家派遣は 1 名の予定であるが、関係機関の多様さや活動地域

の広がりに鑑みて、西語能力に加えて技協経験が有り、調整能力の高い人材を選考
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する必要がある。SUBDERE 自体に JICA との技協体験が無いことが不安材料視されて

いることもあり、同専門家の選考には尚更慎重さが求められる。 

 

4-3 検討課題について 

（１） 当方からプロジェクト検証の場として「パイロット・サイト」の提案を行ったが、

先方は検討に時間を要するとして回答を保留した。上述したように、組織強化の対

象を SUBDERE 自体におくことに異論は無いが、プロジェクトの最終受益者であるコ

ミュニティレベルでのパイロット・サイトを設けることは、いずれ本プロジェクト

の評価の指標として必要となると思われる。その際、州単位ではあまりにも広漠と

しており、各州での事情や動きも異なることから、県・市町村単位に絞ることが賢

明である。内務省の地域事業開発は、優先的にターゲットをコミュニティ単位に置

いており、経済省の影響力が強い州単位に比して、コミュニティに対する行政の影

響力も強いのが現状である。 

（２） 今回、プロジェクト形成調査ではあったが、指標抜きで一応の PDM 案の協議を行っ

た。カウンターパートの人数、専門分野や期待される成果への関与の仕方など不明

な点も依然としてあるが、次回の事前調査では十分合意内容に至るものと確信され

る。 
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協議議事録（M/M）（英文、西文） 
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